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３－５ 加 工 

（1）アグリビジネス振興に係る社会インフラの状況 
1） 道路、橋梁、港湾、空港等の交通インフラ、治水、防災等の社会インフラ 

東ティモールの主要都市間を結ぶ幹線道路は総延長が 1,426km あり、一般国道は幅員平

均約 10m、2 車線の完全舗装道路で、2008 年雨期においては主要国道で支障がなく走行可

能な状況であった。主要な河川横断には亜鉛メッキ鉄骨構造の 2 車線幅の橋梁が設置され

ており、通常の雨期の増水の範囲では交通に支障を来すことはない。道路に接する傾斜地

等の法面の保護処理はほとんどの場所で行われていないが、平地では問題とはならない。

ただし南北縦断の山岳道路では豪雨による土砂崩れが発生しやすく、交通遮断が発生する

可能性がある。特に 2,000mm を超える雨量を有する地域での交通は困難となる場合があ

る。1999 年以降、日本政府による緊急無償資金協力による幹線道路緊急リハビリが行われ、

またその後も道路維持管理能力向上プロジェクト（技術協力プロジェクト）が実施され、

道路や橋梁の維持管理・補修及び災害復旧等のためのシステム構築が行われている。この

ような状況から主要都市間の交通は確保されており、陸上交通に関する大きな支障となる

ことはないものと考えられる。 

主要な港湾としては、ディリ港、ヘラ港、コム港、オエクシ港の 4 港がある。しかし、

ヘラ港は漁港として建設されたもので規模が小さく、一般的貨物が取り扱える貿易港とし

てはディリ、コム、オエクシの 3 カ所のみとなる。いずれの港湾施設も規模は小さく、コ

ンテナクレーンも設置されていない。ディリ港では老朽化のため日本の無償資金協力支援

による埠頭の改修事業が進められている。また GTZ 支援によるターミナル等の港湾施設改

修も実施中である。 

定期便が離発着している主要な空港はディリ空港 1 カ所のみである。海岸沿いの平地に

2,000m 級の滑走路が 1 本あるのみ。しかも有視界による離着陸体制であることから、夜間

や気象条件の悪いときには利用不可能となる。国連平和維持軍（オーストラリア軍）の航

空機やヘリコプターの利用が多い。滑走路舗装面の劣化も進み、安定的な利用は困難な状

況である。国外への定期便は、インドネシアとオーストラリアへの 2 つのルートのみ。国

内交通インフラの状況を図 3-26 に示す。 
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図３－26 全国交通インフラ状況マップ 

 

多くの都市は大量の水を必要とすることから大きな河川の周辺に立地し発達している

場合が多い。しかし、同国の地形及び気象条件から雨期には大きな河川ほど突発的増水や、

土石流が発生することも多い。このような条件から国内の多くの都市近郊河川では河川堤

防の築堤や河床掘削などの治水対策が利水対策と同時並行的に行われている。一方、都市

に隣接していない河川は自然河川のままであり、雨のあるときのみ川となって鉄砲水が流

れ、雨が止めば流水もなくなり枯れ川となっているところが多い。海岸地域には防波堤や

堤防などの防災目的の構造物は基本的に存在しない。道路がその役目を果たしている場合

もあるが、これは防災を目的としたものではない。自然環境や生態系保全目的の保全林や

保全区域は存在するが、防風林や砂防林などの防災目的の区域指定は設定されていない模

様である。すなわち、大きな自然災害の発生が少ないことから、防災対策は、災害の発生

確率が低いため、自然災害の発生後に対応することが一般的と考えられる。防災対策より

も失業対策や国内避難民（IDP）対策などの社会的課題が優先的に扱われている印象であ

る。 
 

2） 電気、水道、通信インフラ 
近代社会は、電力と水道そして通信インフラなしには成立しない構造となっている。デ

ィリ近郊に発電所が複数箇所設置され、周辺各地に送配電している。発電は主に火力とデ

ィーゼル発電によるもので、発電容量が不足し、設備も老朽化しているため、1 日に数回

は停電する。地方にあっては、夕方の一定時間の給電となっている模様である。 
ディリ市内で独立時の争乱で送電配電系統も相当な被害を受けたが、1999 年以降の日本

政府による緊急無償資金協力による配電網リハビリが行われ、現在ではほぼすべての住宅
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や店舗で電気の利用が可能となっている。近郊の農村にも配電されており、ほとんどの家

庭で電灯とテレビの利用が可能である。 
事務所や店舗では特に雨期は湿度が高いため、エアコンの利用が進んでいる。生活レベ

ルの向上とともに電力需要が増加するが、発電能力の増強が容易ではないため、また原油

価格の高騰により、電力会社の経営にも大きな影響が出るものと思われる。そのため、各

事務所やホテルでは自家用発電機を設置して対応している。 
水道は、インドネシア時代に設置された上水道システムがあり、主要な都市部ではほぼ

完備している。ディリ市内においては独立の争乱で一部に被害を受けたが大きな障害とは

ならなかった。しかし、施設の老朽化による漏水などが発生しており、日本政府による緊

急無償資金協力による上水道システムのリハビリが行われた。水供給は多くの場合、電力

に依存していることから電力供給が止まれば給水も止まることが多い。そこで、電力の安

定供給が水供給には不可欠の条件となっている。 
一方、下水道整備は進んでおらず、未処理下水が河川にそのまま放流されている場合も

見受けられる。下水処理がどのようなシステムで行われているかは定かではない。このよ

うな状況下、アグリビジネスによる農産（食品）加工を考える場合には、独自の下水処理

施設や環境対策の検討が求められるものと考えられる。 
通信インフラはティモールテレコムが独占で事業を行っており、有線電話と携帯電話の

両方のサービスが行われている。有線電話はイエローページ電話番号簿に掲載された番号

数から推定して全国で 4,000 台程度が登録されている。携帯電話はその半分程度の約 2,000
台と推定される。国連関係者は独自の無線電話を利用しており、これらの数には含まれな

い。携帯電話はプリペイド式で、ディリ市内にはプリペイドカードを売り歩く人があふれ

ている。全国での利用が可能で国際通話も可能である。しかし中継局が少ないため都市部

の郊外では電波の届かない地域となる。通話料は日本と同程度で、東ティモールの経済状

況から割高感がある。利用回線数も少なく、インフラ整備に資金を要するため割高となっ

ているものと考えられる。 
 

3） 農業生産インフラと農産加工機械設備及びサービス体制 
東ティモールの人口のおよそ 8 割が農林漁業に従事しており、農業関連産業を含めると

国民全体の 9 割近くが何らかの形で農林水産業及びその関連産業で生計を維持しているも

のと考えられる。これらの状況を 2004 センサス結果が示しており、図 3-27 に示す。 

全体的な農業構造は自給を柱とする採取農業が主体で、農業生産物を販売して生計を立

てるという状況にはない。一部の地域で農産物流通促進の取り組みが行われているが、

種々の制約条件から農産物流通が自然に拡大するという状況にはない。政治的・政策手法

により農産物流通/アグリビジネスを促進するための強力な対策の検討及び実施が求めら

れる。 



－74－ 

 
図３－27 全国民に占める農業従事者の割合（2004 Census Atlas） 

 

農業インフラの第一の要素は農地である。JICA 報告書（2005 年 5 月 マナツト県灌漑稲

作プロジェクト事前評価調査/実施協議調査報告書 第 4 章）には、17 万 4,410ha の可耕地

があり、水田と湿地が 4 万 1,905ha、畑地と裸地が 6 万 356ha、牧草と果樹が 4 万 7,562ha、

農園が 4 万 5,674ha の合計 19 万 5,479ha の農地があると記載されている。耕作地面積が可

耕地面積より多いのは重複した集計が行われているためと思われる。農業水産省も報告書

でいろいろな数字を記載しているが、独立後に農業センサスが行われてなく、農業統計が

作成されていないので、全国の最新状況を正確に把握することは困難である。 
熱帯雨林気候の特性から平均で 1,500mm を超える年間降水量があり、全国どこでも何ら

かの方法で農耕や農業生産が可能な気象条件である。一方で、土地問題や治安状況、そし

て社会的な制約から営農が困難な事情があるものと推測される。また、経済的理由から生

産に必要なインフラ整備、投資等が行われていないことが農業生産拡大の制限要因となっ

ている。 
水田稲作の場合、農地に次いで重要なインフラとしては灌漑設備が挙げられる。主要な

灌漑プロジェクトは全国 48 カ所で 2 万 5,800ha の推定灌漑面積を有し、そのうち 1 万

8,685ha が利用されていると JICA 報告書（2003 年 8 月 緊急復興社会基盤整備計画調査 最
終調査報告書 第 6 章）には記載されている。すなわち灌漑可能面積の 72％が利用されて

いることになる。マナツトの灌漑地域を視察した印象では、耕作放棄が進み、利用率は 50％
を下回るのではないかという印象である。 
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農業生産に必要となる種子、肥料、農薬、農機具等の投入材の大部分は輸入に依存して

おり、国産で対応しているものは、在来種の種子の必要量のごく一部が自給用に生産され

ているにすぎない。援助として諸外国から供給された資機材を除き、肥料、農薬、農機具

の国内流通資材はそのほとんどがインドネシアからの輸入に依存している。インドネシア

では国内農業の保護のため、肥料は政府の補助政策によって市場価格を低く抑えており、

これらの補助肥料を国外へ輸出することを禁止している。一方、東ティモールで流通して

いる肥料の大部分はインドネシア国内で流通している補助肥料であり、特定のルートで輸

入されたものが一般に出回っている状況である。インドネシア以外の肥料を輸入すると、

現在流通している肥料と同等の価格で販売することは不可能となる。そのため農業資材の

調達は当面、インドネシアからの輸入に依存した体制が維持されるものと推測される。 
1999 年の争乱と住民投票後の避難による農民の流出、農業インフラの破壊、各種サービ

スの停止など農業生産を支えるシステムが機能を停止し、農業生産は大幅に下落した。そ

の結果発生した食糧不足は外国の支援組織による緊急援助によって危機的な状況を脱し

た。しかし、政府の農業政策の中・長期的な農業復興、開発の方法や道筋は示されていな

い。また、農業インフラ全体の復旧に関する具体的な計画は策定されていない。 

農耕から収穫物の調整まで作業を行う各種農業機械について、各援助機関が緊急支援と

して一部支援している。しかし、国内全体の農業からみれば、ほんの一部にすぎない。商

系ルートによる農業資機材供給として、ディリ市内のハードウェア店で一般的な農業機

械、農薬、肥料は入手可能な状況である。特定の作物の特別の仕様農業機械であっても、

エージェントを通してインドネシアのスラバヤなどに注文すれば、1 カ月程度でほとんど

の機材や施設は製造・輸送が可能とのことである。さらにパーツの供給やオペレーション

とメンテナンスのための技術指導やサービスも各メーカーの専門家が対応しており、ほと

んど支障はない。これらの設備は既に多くのコーヒー加工場に納入されている。 

ディリ市内で流通・販売されている代表的農業機械の市場価格を表 3-43 物価表に添付す

るので参照のこと。 
 

（2）農産加工に係る法整備の状況 
農産加工に関する法整備の状況についてアグリビジネス局担当者から聞き取り調査を行

った結果を以下に記述する。 
 

1） 食品安全衛生基準 
農産物の加工に伴う食品・製品の安全衛生基準等の整備については、農産加工に関する

法令整備が行われていないため、存在していない。また、加工食品の表示に係る規定など

も存在しない。すなわち、現在は国内で食品の加工・流通を行う企業が存在していないた

め、法令整備の必要性がない。輸出農産物を検査する検疫所では必要に応じて FAO や輸出

国の安全衛生基準を使用していると説明している。しかし、国内では微生物検査や残留農

薬検査などを実施できる施設がないため、実際には検査分析は実施していない。大学等の

研究のため分析を行う場合には、インドネシアの研究機関に委託している。 

食肉加工・流通の場合、と殺段階で検疫を実施し、安全と衛生を確認したうえで流通さ

せることが途上国においても一般的であるが、東ティモールでは、このような規格も検疫
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システムも整備されていない。すなわち病死した家畜の肉が一般市場に流通する可能性も

あり、これらを規制する法律も手段もない。隣国のインドネシアでは鳥インフルエンザに

よる死者の発生が報告されており、これらの感染を予防する手段は何も講じられていな

い。かつてはインドネシアの国内流通としての扱いであったため、インドネシアに輸送す

る場合にも検疫システムなどは設けられていなかった。しかし国境が設置された今日で

は、検疫等の通関措置をどのように整備し実施するかは、今後の課題である。 
 

2） 農産加工工業規格基準 
多くの場合、工業規格によって農産加工場としての登録と加工工場の設置基準や施設・

設備基準、または製品が規格を満たしているという認証の取得が必要となる場合がある。

東ティモールの場合には工業が未発達で、生産加工を行う工場もほとんど存在しないこと

から、これらの農産加工に係る工業規格が整備されていない。だれがどのように製品を作

り販売しても法的規制を受けないのが現状である。 
インドネシア統治時代には、ディリ市内には数十カ所の工場が稼働しており、工業製品

が製造されていた。これらはインドネシア国内の法律や規格に基づき製造されていた模様

であるが、独立後はこれらの工場はすべて破壊あるいは閉鎖されており、今後これらの企

業の活動が再開される見通しもない現状から法律や基準の制定も行われる予定はない。 
 

3） 輸出のための検疫システムと基準 
検疫所の本部となるディリ空港検疫所では現在検疫検査の実施において世界保健機関

（WHO）等の国際基準を準用しているとのことである。ラボなどの検査施設や設備そして

検査分析体制もない状況下、国際基準に合った検査が行われているとは考えられない。輸

出入に必要なサーティフィケートの発給には長期間を要し、これが輸出入のネックとなっ

ており、早急な改善が求められる。しかし、当局はその重要性を認識していないところに

問題があるように考えられる。行政担当者のキャパシティ・ディベロップメントと意識改

革、システム改革が優先課題として対応が求められる。 
 

（3）既存加工施設の現状と課題 
調査時点で稼働・機能している農産加工施設・設備は極めて少なく、そのなかでも特にデ

ィリ周辺の加工場を複数箇所訪問し確認した。これらの施設の概要及び状況、課題等につい

て主要な事業所ごとに記載する。 
 

1） CCT のコーヒー加工施設及び関連施設 
CCT（ティモールコーヒー協同組合）はインドネシア統治時代から操業を続けている 20

年以上の歴史のあるコーヒー輸出のための協同組合連合組織の企業である。協同組合連合

の上部組織である National Cooperative Business Association（NCBA）社は組合の資本の大部

分を出資し組合の経営をサポートしている。NCBA 社は USAID の全額出資による協同組

合管理組織であり、支援窓口となっている。CCT の組織構造を図 3-28 に示す。 
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図３－28 CCT 組織図 

 
CCT は組合組織の連合体で、16 の地域協同組合組織グループによる約 1 万 4,000 名の組

合員で構成されている。正規職員 350 名、臨時職員 3,000 名によって運営されている国内

最大規模のコーヒー生産・加工・輸出企業体である。活動はコーヒーベリーの買付、一次

加工、二次加工、パッキング、輸出、国内販売が主な業務である。販売先は米国（スター

バックス）、ヨーロッパ、オーストラリア、ニュージーランド、日本などである。製品は

有機コーヒーの認証を取得しており、現在は米国への輸出のみ。2001 年には 1,500 トンの

グリーンビーンを輸出した。 

コーヒーの収穫期は 5～7 月であり、5～10 月の間に工場を稼働させる。コーヒーの生産

地に 2 カ所の 1 次加工工場を設置しており、コーヒーベリーからパーチメント（渋皮付き

豆）を生産する。1 次加工工場の生産能力は 500 トン/日の処理能力がある。ディリにある

2 次加工工場でグリーンビーン（渋皮剥皮半割れ豆）を生産して品質検査、パッキングそ

してシッピングまでの工程を行う。1 次加工工場は 4 工場保有していたが、2003 年までに

2 工場を閉鎖した。また、国内販売用にロースト工場、倉庫 2 カ所、育苗圃を運営してい

る。東ティモールの独立後、小売用パッキング工場も閉鎖した。2 カ所の倉庫のうち 1 カ

所をチモール・グローバル社に賃貸しており、チモール・グローバル社の本社として利用

されている。 
コーヒーのほかにはバニラの加工と肉牛の輸出を行っている。両方ともインドネシアへ

の輸出であり、独立以前からの販売ルートによるもので、西ティモールへ輸出している。

バニラはスラバヤでインドネシア国内産のものと併せて主に米国へ輸出されている。2007

年は 2 トンのバニラの輸出を行った。バニラの輸出は過去 5 年間継続している。肉牛は西

ティモールのコバンに事務所を有し、農家に子牛を配給して 8～9 カ月肥育して、300kg 以

上に生育した牛をインドネシアに輸出する。2007 年は 150 頭を輸出した。 

CCT 社は数千人を雇用する国内でも最大規模の組織であり、数少ない農産物輸出を担う

貴重な営利組織である。同社の経営が国内経済に及ぼす影響も極めて大きい。しかし、現

業部門の売上額に対する過大なインフラ投資や事業実施期間が約半年間の季節的事業で

あるのに年間雇用の職員の数が多く、半年間は大半の職員を遊ばせておかねばならない状

況や、コーヒー販売のほかに収益事業がないことなどが経営全体を圧迫している印象を受

ける。また、コーヒーの輸出販売先がスターバックス 1 社に限定されていることは、USAID
からの指示によるものかもしれないが、マーケッティング戦略上のリスクを伴う。 

CCT はインド財閥の TATA に勤務していた人をゼネラルマネジャーに起用して事業展開

CCT 

CCT Manager

NCBA USAID 

Health Finance 

Administration 

Coffee 
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Development 

Vanilla 

Coffee 

Quality  

Membership 

Training  
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を図ろうとしている。しかし、過大な有休施設のわりには生産量の少なさなどから判断し

て、USAID 支援に依存する経営体質から脱却できていないという印象が否めない。同社の

第 2 倉庫をチモール・グローバル社に賃貸できたことは、同社の経営改善に大きく貢献し

ているものと思われる。有休施設の整理統合や他の分野への事業展開などによる周年稼働

体制の整備も緊急の課題と考えられる。 
 

① CCT コーヒーの第 2 次加工工場 
コーヒーの第 2 次加工工場は 1995 年に創設した。建物は 1980 年に建設されたもので

ティモール知事から CCT が買収した。敷地は約 1ha で、本社から 500m ほどの離れた場

所の市街地のなかにある。工場建家の購入後、コーヒー豆の加工処理設備を設置し、CCT
のコーヒー豆（グリーンビーン）の加工選別パッキングに加え、外部企業や NGO など

の委託によって加工作業を実施している。以下の写真に第 2 加工工場の外観を示す。 
 

 
写真３－１ CCT コーヒー第 2 次加工工場外観 

 

主な加工プロセスはコーヒーパーチメントの剥皮と選別、計量、パッキングの工程で

ある。最盛期には約 1,000 名の作業員が働いている。処理能力は 2 トン/時間、25～30 ト

ン/日の処理量である。稼働時間は朝 8 時から夜 9 時までの 11 時間となっている。工場

の施設の稼働には電力は不可欠である。しかし 1 日に 1～2 回は停電するため、150KVA
のディーゼル発電機 2 台を設置して対応している。 
 

② コーヒーの第 2 次加工処理プロセスは以下のとおり。 
コーヒーパーチメント受入れ → 計量 → 品質検査 → ホッパー投入 → サイ

ロタンク → 剥皮（ピラーポリシャー） → 豆と殻の分離 → 選別 → 3 段階

グレーダー → 第 2 選別 → 搬送 → ベルトコンベアーによる手選別 → 搬送 

→ ホッパー → 計量 → パッキング → 倉庫一時保管 → 検査結果とサンプ

ルのバイヤーへの送付 → バイヤーの確認・承諾 → 倉庫にてコンテナへの積み込
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み → 港への陸送（出荷） 
 
工場に付設されたラボではフレーバー、テイスト、ファーメンテーションの 3 種類の

官能試験を行う。その結果が一定となるよう産地ごとに異なる種類の豆を混合してコン

ビネーションを検討する。また製品の品質試験を行い、水分含量なども検査し検査シー

トに記入してサンプルと一緒にバイヤーに送付する。また、工場が稼働していない時期

には、国内販売用に毎月 500kg 程度をローストして 250g 小売パックに詰めて販売して

いる。これらの作業をラボのスタッフと施設を利用して実施している。国内販売用パッ

ケージはインドネシアで製造して輸入している。 
 

③ ロースト工場（コモロ地区） 
市街地から 6km ほど西のコモロ地区の水田地帯のなかに立地しており、1995 年に工

場を設立した。処理能力 60kg/時の電気式ロースターを導入し利用している。コーヒー

ミル製粉機も導入し粉末コーヒーを小売パックにして主にドイツに輸出していたがコ

ストがかかり、利益が出なかったので工場を閉鎖し、現在ではロースターのみ利用して

国内販売用のパウダーコーヒーを製造している。国連関係者のおみやげ用に人気があ

り、継続的に製造をつづけている。特別に大量に必要とする場合には注文生産にも応じ

ている。 
 

  

写真３－２ 電気式ロースター（左）とコーヒーのロースト工場（右） 

 

④ バニラ加工場（コモロ川西岸地区） 

バニラ加工場はロースト工場とはコモロ川を挟んで対岸にあり、CCT の第 2 倉庫の一

角にある。敷地は 8ha で倉庫の大きさは約 2,000m2。倉庫の向かいに苗木育成苗圃があ

る。バニラは年間約 4 トン収穫でき、発酵プロセスを経て 2 トンの製品を出荷している。

加工処理設備は極めて簡単なドラム缶を半分に切ったボイル釜と木製発酵槽、乾燥用木

製トレーが数十枚ある程度で、大きな加工施設はない。スタッフは 4 名で最盛期には臨

時雇用で対応している。 
最終製品の輸出はディリでは行わず、アタンブアに直接トラックで陸送し、インドネ
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シア側の担当者に販売している。インドネシア側の業者がスラバヤに輸送し、そこでイ

ンドネシア国内産のバニラと合わせて加工調整し、主に米国に輸出されている。 
CCT のバニラ販売価格は 155 米ドル/カートンでインドネシア側の業者に引き渡され

る。価格も毎年変動しており、近年は下落傾向にある。加工は毎年 6 月から開始する。

バニラ加工のプロセスは以下のとおり。 
 

バニラ原料の集荷 → 検収 → ボイル → 発酵（2 日間） → 乾燥（2 週間）→ 

選別 → 計量 → パッキング（25kg カートン） → 保管 → 出荷 
 

  
写真３－３ バニラの加工施設ボイル釜と発酵槽（左）、乾燥用トレー（右） 

 

⑤ 苗木育成苗圃 
バニラ工場のある倉庫の向かいに育苗施設がある。堆肥製造場所と寒冷紗のシェード

と暴風ネットで囲われた苗圃がある。苗圃の中には灌水施設とポット設置用囲いによっ

て構成された 1ha の区画が 2 カ所設置されており、バニラ苗や各種フルーツ、森林樹木

などの苗木が育成されている。平均で播種から 6 カ月程度で農家に配布できるサイズの

苗木に成長させることができる。苗圃で育成された苗木はほとんどが有料（50～75 セン

ト）で CCT の組合員に配布される。2 月には約 10 万本の苗木を配布した。 
 

  
写真３－４ バニラの育苗（左）、森林樹木の育苗（右）の状況 
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2） チモール・グローバル社の加工・倉庫施設 
チモール・グローバル社はシンガポール系中国人が所有する農産物流通企業である。

独立後に東ティモールのコーヒー買付を目的としてアグリビジネスに参入した。本社は

コモロ地区にある CCT の倉庫を賃借して営業している。またエルメラには 1 カ所のコー

ヒーの 1 次加工施設と 3 カ所の倉庫を設置している。エルメラには 3,000ha のコーヒーの

モデル農業を開設した。コーヒー部門の職員は 100 名、臨時職員 327 名で活動している。

コーヒーは年間取扱量 6,000 トンの目標に対し、2007 年には 3,000 トンを輸出した。2007
年は地域全体が旱魃の影響で不作であったため目標の半分しか達成できなかった。2008
年は 6,000～1 万トンの輸出を目標にしている。コーヒーはオーストラリア、ヨーロッパ、

台湾、シンガポールに輸出している。また、世界各地で有利な販売を行うため、EU の有

機コーヒーの認証登録を申請している。 
コーヒーのビジネスは半年間であり、事業の効率的展開を図るためには雨期の間のビジ

ネスを考えている。コーヒーの次のビジネスターゲットとして緑豆と落花生の契約栽培を

推進している。ピーナッツと緑豆栽培に必要な農機・肥料などを輸入して農家に貸与し、

技術指導を行いながら契約栽培農家の育成を図る計画である。既にバウカウでは 3 村落に

て 450ha の畑で 150 農家によるピーナッツモデルプロジェクトを開始した。2007 年は 20
トンの収穫目標に対して 2～3 トンしか収穫できなかった。現在の収量である 200～

300kg/ha を目標とする 1,500kg/ha にすることができれば、生産コストを下げ経済性を高め

ることが可能と考えている。 
ピーナッツによるコミュニティディベロップメントを推進する計画で、将来的には

5,000ha の作付けを目標にしている。ピーナッツと緑豆の販路はインド、中国のほか、加工

してシンガポール、マレーシア、タイなどに輸出する予定。またピーナッツバターに加工

して米国へも輸出する計画である。その他のターゲットとしては、丁字、胡椒、黒豆、ト

ウモロコシ、大豆などを検討している。大豆やトウモロコシはピーナッツと同様なシステ

ムで同じプロジェクト地域で増産することが可能と考えている。 
これらの農業開発事業の実施について政府の関与は重要であると考えるが、アクション

が遅くてほとんど機能していない。アグリビジネス局と一緒にワークした経験もあるが、

対応が遅くてあてにはならない。 
国内食糧が不足した 2007 年には政府の要請によるコメの緊急買付により 1 万トン輸入

し、政府に 9,000 トン供給した。食糧安全保障のため、1,000 トンのコメの備蓄を行ってい

たが、そのうちの 500 トンはコーヒー農家に販売し、現在 500 トンの在庫となっている。 
輸出を行うための業務については、書類作成に長時間を要することが課題である。税関

は政府との調整ができてなく、適切に機能していない。 

チモール・グローバル社は政府機関との連携もよく、大きなリスクを背負って積極的な

ビジネス戦略を展開している。2006 年の内戦時には軍と警察が銃撃戦を展開しているなか

をビジネスのために走り回ったとのことで、スタッフも極めて活動的である。これは同社

社長の積極姿勢の影響であると思われる。少ないながらも優秀な現地スタッフを集め、こ

れらのスタッフは現地の事情にも明るくプロジェクトの状況をよく把握しており、適切な

ビジネス展開を迅速に行っている。自社の課題をよく把握しており、同社の発展の課題は

社長の右腕となる人材をどれだけ多く集めることができるかにかかっているものと思わ
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れる。コーヒーの加工工場・施設が見学できなかったことはとても残念である。 
 
□ 本社併設倉庫 

社兼倉庫は敷地約 2ha で建屋面積が 2,000m2 程度、敷地内にはコンテナが 6 本ほど置

かれ、入口付近には中国からの輸入農業機材が積み上げられている。倉庫内ではコーヒ

ー豆（グリーンビーン）の選別と計量袋詰めパッキング、コンテナへの積み込みが行わ

れていた。選別は女性ワーカーが思い思いの場所に腰掛け、麻袋からコーヒーを取り出

してお盆に乗せ、手による選別を行った後、他の麻袋に戻す方法で行われている。賃金

は歩合制で、効率よく選別を行えばそれなりの見返りがあるシステムである。 
倉庫内にはコーヒーのほか、タイから輸入したコメ 500 トンが積み上げられ、その脇

にはピーナッツプロジェクトで用いるピーナッツ種子が広げられている。倉庫内は多目

的に利用されているため雑然としており、雨期の最中で雨が吹き込むこともあり、湿気

対策なども求められる。また倉庫内には餌をついばむ小鳥の群れが飛び交い、決して良

好な環境ではない。食品を扱う工場としてはもう少し衛生などの配慮が求められる。ま

た、適正な在庫管理システムの導入も必要と考えられる。倉庫の外と中の状況を写真に

示す。 
 

  

写真３－５ コンテナ積み込み（左）、コーヒーの選別パッキング（右）の状況 

 

3） 富楽豆腐製造及び販売施設 
ディリ市内の裏通りに面した住宅街にある GTZ の事務所から 100m ほどの場所に富楽豆

腐の工場兼販売所がある。社長は中国系東ティモール人である Mr. Li Sion Nheu である。

生まれも育ちもディリで、オーストラリアで大学を卒業し、インドネシアからの独立の混

乱時にはオーストラリアに避難していた。独立後のディリに戻り、国の荒廃と混乱した状

況から人々の栄養改善が優先課題であると考えた。そして地域の人々の状況を改善するた

め、食品会社を興し、栄養改善に資する豆腐を製造することとした。その後台湾で豆腐作

りの修行を積み、機材を調達し、2002 年に現在の場所に豆腐工場を建設し、事業を開始し

た。それ以来、豆腐の製造販売を継続して行っている。工場の創設時には、国連事務所に

いた日本人から豆腐の品質改善について種々のアドバイスを受け、木綿豆腐や絹ごし豆腐
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などいくつかの製造方法についても研究したとのこと。品質改善のための水質改善措置

（軟水化装置の設置）を実施した。原料の大豆はインドネシア産と国産など各種の大豆を

試験したが、現在は主にインドネシアのスラバヤからインドネシア産 2 級品を年間 50 ト

ン輸入している。原料大豆の使用量は 60～70kg/日程度である。国産大豆も調達可能なと

きには利用している。2007 年 9 月に大豆の供給について農家と話し合い、マリアナ、ビケ

ケ、スワイにて年間 50 トンが供給できる栽培計画を検討中である。国産大豆の利用にあ

たっては品質に課題がある。 
豆腐製造は毎日行っており、作業は早朝からの数時間で終了する。生産量は 400～500

丁/日程度で、製造日の朝、需要家にできたての製品を配達する。工場の一角に設けた直売

窓口で製品を小売販売している。さらに周辺の学校や病院などに直販配送している。近く

のスーパーマーケットにも卸している。 
豆腐製造の問題は需要量が小さいため、設備の製造能力いっぱいまで製造できないこと

である。そのため製造コストが割高となることが課題である。経営改善のため商品の品揃

えを増やすため、豆腐のほかには豆乳の製造、モヤシの製造も併せて行っている。またお

からの利用促進と販売も併せて行っている。 

流通・販売における製品のダメージを少なくするため、豆腐のパッケージの改良も行っ

ており、特に不特定多数に販売するスーパー用の豆腐は特別のプラスチック容器に入れて

付加価値を高めている。一般のローカルマーケットではバケツ容器に水と一緒に豆腐がそ

のまま入れられて販売されている。ローカルマーケットで販売されているこれらの製品は

他の豆腐製造業者が製造したものである。 

これまで生産していた豆乳にはパッキング装置に問題があり、常温での品質の維持が難

しかったが、台湾から導入した高温充填機（アセプティック）を利用することで問題解決

が可能となった。豆乳の製造量は市況を見ながら製造しており、需要が小さいため、まだ

本格的な製造販売には至っていない。 

モヤシ製造では、試験的に導入した黒マングビーンの利用で大幅な品質改善が可能とな

った。高級食材としてシンガポールや東南アジア諸国に販売することも可能と考えてい

る。通常の緑豆でも生産は行っており、専用のインキュベーターにて 2～3 日間の処理で

製品を製造することが可能である。各商品のプロセスは以下のとおり。 
 

① 豆腐の製造プロセス 

大豆原料の計量 → 洗浄 → 浸漬 → 摩砕 → 煮沸 → 圧搾・濾過 → 分

離 → 豆乳 → 凝固剤添加 → 型注入（成形） → 凝固 → 水さらし冷却 → 

パッキング → 出荷 
 

② 豆乳の製造プロセス 

大豆原料の計量 → 洗浄 → 浸漬 → 摩砕 → 煮沸 → 圧搾・濾過 → 分

離 → 豆乳 → 加熱殺菌 → パック充填 → 冷却 → 梱包 → 出荷 
 

③ モヤシ製造プロセス 
緑豆原料の計量 → 洗浄 → 浸漬 → 発芽トレー充填 → インキュベーター処
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理 → 発芽・成長 → 計量 → パッキング → 出荷 
 

高たんぱく食品の大豆による豆腐製造は国民の栄養改善には貢献すると思われるが、小

売価格の点ではまだ高級食材であり、一般の人が毎日食べられるものではない。そのため

需要量が小さく、工場の規模拡大には大きな障害となっている。低価格豆腐の普及と利用

促進による需要拡大対策が望まれる。 
また、国内産原料の調達システムの整備による安定的供給と調達価格が課題である。国

内原料を用いて農家の収入源を確保することも重要である。製品の流通では、冷蔵設備の

あまり整っていない環境下での豆腐の賞味期間は 2 日間と短く、冷蔵庫などの利用による

流通対策、賞味期間の延長対策も今後の検討課題である。衛生的にも管理されており、生

産工程と豆腐の品質にはほとんど問題がないように思われる。 
工場の安定的経営のためには、適正な生産規模を維持することが求められるが、需要量

が限られている状況下、他の加工製品の開発も必要と考えられる。また工場は午前中のみ

の稼働であり、午後と夜間に操業できるものを検討し、施設・設備のフル操業体制を整え

ることが経営の安定化には必要な要件とも考えられる。 
 

  

写真３－６ 製品の直販窓口（左）、豆腐製造施設（右）の状況 

 

4） テンペ加工施設 

テンペは大豆加工品（インドネシア風納豆）で、インドネシアが領有していたころに普

及した食材である。今も人々の伝統食として広く利用されている。訪問した製造者は、ご

主人が早くに亡くなり、数人の家族をテンペ製造・販売で養っている。テンペの製造はご

主人が亡くなった後に始めたものである。家族の助けを借りながら原料の調達、製造から

販売まで行っており、加工は市内の自宅で行っている。マーケットまでは徒歩で 20 分程

度の距離であり、原料の調達から販売に極めて有利な場所に位置している。 
テンペの製造方法はインドネシア時代に習得したもので、加工製造に必要な機材は周辺

のマーケットで調達したものである。原料の大豆はマーケットで調達する。通常はインド

ネシア産の大豆を用いることが多い。インドネシア産の大豆は品質が均一できれいである

ため、選別や洗浄にあまり手間がかからない利点がある。しかし、国産の大豆はゴミや夾
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雑物が多く大豆が汚れているため、選別や洗浄に多くの手間がかかる。このような手間を

考えると、インドネシア産大豆を使用する方が有利である。 
家の中の加工作業場には水道、かまど、熟成用の棚があり、ほぼ毎日製造している。そ

して製造した製品はほぼ完売しており売れ残ることはない。生産量は、原料で約 6kg、鍋

1 回で煮沸できる量であり、製品が発酵棚に並べられる数の約 200 パックである。 
販売価格は 1 パック 10 セントであり、1 回の製造で 20 米ドルの売り上げとなる。製造

コストを下げるため、燃料はコーヒー工場からパーチメント殻を無料で入手して利用して

いる。 
テンペ製造には大きな加工施設・設備を必要とせず、個人で加工事業を開始できるとこ

ろにメリットがある。テンペはフライなど調理して食べるため腐敗や雑菌による汚染など

の影響は少ない。常温で保管可能で、賞味期限も豆腐よりは長い。容易に新規参入が可能

で、狭い市場のなかで過当競争になる可能性もある。市場の信頼をつかみ、固定客を確保

することがビジネスの安定と拡大の鍵と考えられる。 
テンペ製造には仕込みから製品になるまでおおよそ 3 日間を要し、特に発酵には 1 昼夜

を要する。加工工程を以下に記す。 
 

大豆原料の計量 → 選別 → 洗浄 → 浸漬 → 煮沸（第 1 回） → ソーキン

グ → 皮分離 → 洗浄 → 煮沸（第 2 回） → 冷却 → 酵母添加 → 攪拌 

→ パッキング → 発酵・熟成（24 時間）→ 梱包 → 出荷 
 

   

写真３－７ 大豆の煮沸（左）、冷却と酵母の添加（中）、発酵・熟成中の製品（右）の状況 

 

5） バージンココナッツオイル搾油工場及び関連施設 

ココナッツの搾油プロジェクトはディリ近郊では行われていない。ディリから最も近い

所ではリキシャ県のボゴロ村で USAID が支援しているプロジェクトがある。この村落に

は約 30 戸の農家があり、USAID はこの村落の各種グループに対してココナッツの搾油に

関する研修を 2007 年 9 月に実施した。そのなかで 1 戸の農家がココナッツの搾油事業を

開始した。搾油事業に必要な機材と技術指導を USAID の実施機関が行っている。 

事業の目標は 50 リットル/月のバージンココナッツオイルの生産を行うことである。製

品は USAID を通してアローラファンデーションが購入する。アローラファンデーション

への販売価格は 1 米ドル/1 リットルである。ディリ市内のスーパーマーケットに持ち込め

ば 1.5 米ドル/リットル販売は可能。 
通常 1 本の椰子の木から年間に約 12 個のココナッツ（椰子の実）が収穫できる。この
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12 個のココナッツを搾油することで約 1 リットルのオイルが得られる。集落では農家 1 戸

当たり 10～30 本程度の椰子の木を持っており、村落の合計で 500 本程度あり、すべての

ココナッツを集荷して搾油したとして 500 リットルのオイルが製造可能となる。その結果、

単純計算で年間 500 米ドル程度の売り上げとなる。しかし、ココナッツの買い取り価格が

5 セント/個程度であることから、原料代として 300 米ドル程度が必要となる。その他集荷

にかかる手数料や運賃がかかることから利益はほとんど出ないが、仕事をつくるという観

点からは、失業対策になり、村に現金収入をもたらす事業となるものと考えられる。 
ココナッツの搾油したあとのコプラの絞りかすは家畜の飼料として販売されているが、

皮の繊維質やシェルは燃料に使用される以外には全く利用されていないことから、バイオ

マスとして未利用資源の有効活用が図れる余地はある。特にシェルは椰子殻活性炭として

活用も考えられるし、繊維質はクッション材やたわし、ほうきの原料としての活用が可能

である。椰子の木が農家の周囲に数本植えられている状況では、これらの集荷にかかる経

費と手間が大きくなり、コストを押し上げることから、何らかの対策が求められる。 
バージンココナッツオイルの加工工程を以下に示す。 
 

ココナッツの集荷 → シェルの取り出し → コプラ取り出し → 粉砕 → 圧搾 

→ 油分離 → 油収集 → 濾過 → パッキング（専用コンテナ） → 出荷 
 

 
写真３－８ ココナッツの搾油プロセス図解 

 

   

写真３－９ コプラ粉砕器（左）、搾油プレス（中）、搾油製品（右）の状況 
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6） キャンドルナッツ関連ビジネス 
東ティモールのキャンドルナッツビジネスはポルトガルの統治時代から始まり、長い

歴史を有する。特にインドネシア統治時代に政府がキャンドルナッツの栽培を奨励し普

及に努めたことで、栽培が大きく拡大した。キャンドルナッツの木はマレー半島原産、

樹高 10～20m ほどの落葉樹で比較的低い山の湿度の高い森に自生している。果実は丸く直

径 5cm 程度、中心に羊皮紙のような鞘に包まれた 1 個の種子があり、その周りを多肉質の

外皮が取り巻いている。種子の大きさはクルミ大で、熟すと殻は黒くなり皺が寄り堅くな

る。殻の中の仁は白く脂肪分が多い。この実がろうそくとして利用されていたことからキ

ャンドルナッツの名前がついたといわれている。 
 

  
写真３－10 キャンドルナッツの実（左）、キャンドルナッツの花（右） 

 

キャンドルナッツは民家の周辺や林の中に数本程度植栽あるいは自生しており、プラン

テーションのように専用の畑で栽培されていない。そのため、ナッツの効果的集荷システ

ムなしにはビジネスとして成り立つものではない。インドネシア時代には仲買人業者によ

ってナッツの集荷活動が行われていたが、独立と同時にこれらの活動が停止された。その

後 NGO 等によってナッツの集荷が再開され、インドネシアに輸出されるようになった。

また一部は搾油され、米国に輸出されるようになった。これらのビジネスは始まったばか

りで、まだ十分にその機能を果たしているわけではない。またナッツ収穫時期の短期間に

集中する事業であり、収穫期を過ぎてからの農閑期の施設の運用や失業対策が課題となっ

ている。年間を通して安定的に稼働できるシステムの構築はアグリビジネス経営戦略上の

重要な課題でもある。 
非常事態宣言発令下の東ティモールで、JICA 事務所からの行動制限があり、事業の実施

されている現地を訪問することができない状況であった。そこで、GTZ 担当者の好意によ

りプロジェクト関係者をバウカウ及びその周辺地域から呼び寄せ、事業実施者から直接話

を聞く機会を設定していただいた。 

バウカウ県でキャンドルナッツの搾油工場を設立しナッツの輸出及び搾油とその製品

輸出ビジネスを営むアルジーノ氏は、インドネシア時代からキャンドルナッツ仲買の業務

を実施していた。1999 年の独立戦争を機にビジネスを中止した。独立後の 2003 年に復興

事業を実施していた GTZ から紹介され、農業水産省からアグリビジネス再興の話があっ
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た。GTZ から資金融資を受け地元の農家からキャンドルナッツを買い付け、インドネシア

に 3 コンテナ輸出した。しかし、輸出先から品質が悪いとのクレームを受け、値段を下げ

て引き取ってもらった。この取引で大幅な赤字を計上してしまった。農家からは 45 セン

ト/kg で買い付け、売り渡しが 38 セント/kg であったため、この 1 回の取引で 7,000 米ドル

の大きな借金をしてしまった。この借金を返済するため、更に GTZ から融資を受けてキャ

ンドルナッツのビジネスをつづけた。同様な問題を起こさないよう、市場のニーズや販売

ルートなどを研究し、インドネシア側の仲買人を通して西ティモール経由で輸出するルー

トを開拓した。これによって、インドネシアの最終バイヤーとの直接取引を回避すること

で価格変動のリスクを回避し、あるいは最小限にすることが可能となった。 
その間、GTZ のシナラシア女史の仲介でハワイ大学の研究者とコンタクトしてキャンド

ルナッツオイルの流通可能性について検討を開始した。GTZ の支援によってハワイのキャ

ンドルナッツ業者で搾油や流通に関する研修を受けることができた。その研修を機会とし

て人的ルートができ、搾油と品質の管理に関する技術を習得し、オイルのハワイへの輸出

の話が実現する運びとなった。 
搾油工場の設立に際しても大きな課題があった。キャンドルナッツの搾油装置は特殊な

もので、日本とシンガポールでしか製造されていなかった。そのため、中古機械を探し回

って、さらに修理用のパーツを入手するために日本の機械メーカーに直接コンタクトして

調達し、機械の調整や製造工程など一定の品質の製品を作るまでにはいろいろな苦労を重

ねた。そのたびに GTZ は親身に相談に乗ってくれて、問題を一緒に解決してくれた。工場

の建設にあたっても巨額の融資を受けることになったが、その際には GTZ が銀行保証をし

てくれたお陰で今日のキャンドルナッツオイル工場が稼働でき、そして輸出のルートが開

ける結果となった。 
東ティモールからの国際市場への直接のアプローチはコーヒー以外では経験がなく、全

くの初めてのケースであった。インドネシアに依存していたルートから独自の販売ルート

をもつことができた意義は極めて大きい。これらの国際社会の支援に感謝するとともに、

東ティモールの自立発展を図るため、今後は更にキャンドルナッツオイルの輸出拡大をめ

ざすと同時に、ココナッツオイルなど他の商品開発にも注力している。 
搾油工場建設にあたっては 6 万米ドルの資金が必要であった。GTZ から 2 万米ドル、世

界銀行から 3 万米ドル、ポルトガル銀行から 1 万米ドルの融資を受ける計画であったが、

結局世界銀行からは融資が受けられず、ポルトガル銀行より 1 万 5,000 米ドルの資金が得

られたのみであった。そのため資金不足から大幅な計画変更を余儀なくされた。 
キャンドルナッツオイルは搾油するとすぐに酸化が始まる。そして酸化によってオイル

の品質が著しく低下する。これを防ぐため搾油と同時にドラム缶にパッキングして酸素に

触れないよう窒素封入することが求められる。これらの装置なしにはバイヤーが求める品

質のオイルを搾油することができない。搾油の工程は以下のようになる。 
 

キャンドルナッツの集荷 → 選別 → 搾油 → 濾過 → ドラム缶への充填

（180kg） → 窒素ガス封入 → 倉庫一時保管 → コンテナ積み込み → 出荷 

→ 陸送 → 輸出 
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これらの搾油に係る工場の設備に多くの資金を必要とした。初期投資を抑えるためほと

んどの機材は世界中のマーケットから中古品を探して揃えた。さらに少しでも長い期間工

場を稼働させるため、原料の貯蔵庫の建設、製品倉庫の建設なども行った。効率的にナッ

ツを集荷するため、農民組織もつくって対応している。 
現在、米国へのオイルの輸出は 5 年契約で一定量を一定価格で納入することで優遇され

ている。一方、インドネシアのキャンドルナッツマーケットでは需要量が少なく、ナッツ

価格の変動が大きく、需要量より少し多くの供給があると価格が暴落するリスクがあり、

安定したビジネスを継続することは極めて難しい状況にある。そのため、需要量を見込み

ながらのナッツの販売戦略、販売量の調整テクニックが求められる。 
 

  

写真３－11 キャンドルナッツオイル製品の輸出（左）、倉庫内のナッツ（右）の状況 

 

2007 年のキャンドルナッツオイルの生産及び輸出は 80 トンであった。これらのオイル

はすべて米国向けである。一方、ナッツは 350 トンで西ティモール経由インドネシアへ輸

出した。 
東ティモールにはキャンドルナッツの搾油工場は 1 カ所のみであり、国内のナッツの一

部が搾油されているにすぎない。その活動は点であり、まだ面的な広がりをもっているわ

けではない。国内には多くのナッツが集荷されないまま放置されている地域が多く、ナッ

ツの集荷活動を他の地域に拡大し、地域住民の収入の向上と農業の発展に貢献する余地は

まだ多く残されており、更なるアグリビジネスの展開が求められている。 
 

３－６ 他ドナーの動向及び類似案件の活動状況・実績 

（1）市場・流通 

他ドナー〔世界銀行（WB）・USAID・EC・GTZ・オーストラリア国際開発庁（AusAID）〕

と NGOs（OISCA・CARE・PARC・Peace Winds Japan）の支援プロジェクトの概要を表 3-38

に示す。 
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表３－38 他ドナーと NGOs の支援プロジェクト 

機関 プロジェクト名 産品・活動 プロジェクト地域

高地農業・種子生産 Baucau, Liquiçá, 
Covalima 

高地農業 Manufahi, Lautém, 
Dili 

種子生産 Viqueque, Ainaro 
農産物ラジオ放送計画 Whole country 

WB Agricultural Rehabilitation 
Project (ARP) III (2000-08) and 
Project Extension 

育苗マニュアルの配布 Bobonaro 
緑豆・肉牛 Covalima Private Sector Project 
仲買人支援 Dili 

USAID 

Community and Gender Aspects 
of a Proposed Candlenut Oil 
Processing Facility (March 
2005) 

キャンドルナッツ Baucau, Viqueque 

EC Second Rural Development 
Programme (RDP) II (2007-11) 

 Bobonaro, Covalima

Food Security Programme 種子生産 Baucau, Viqueque 
Integrated Rural Development 
Programme II 

 Bobonaro, Covalima

Integrated Crop Management for 
Rice (ICM) 

コメ Baucau, Bobonaro 

Candlenut Oil Processing キャンドルナッツオイル Baucau, Viqueque 

GTZ 

Coconut Oil Processing ココナッツオイル Lautém 
Seeds of Life Program II (with 
ACIAR) 

種子生産  AusAID 

Australia – East Timor Fisheries 
Project 

  

EU/GTZ Rural Development Programme 
I-II (2003-11) 

  

USAID/WB Vanilla バニラ  
Oil in Aloha Supporting Candlenut Producers キャンドルナッツ生産

者支援 
 

OISCA（NGO） Agricultural training center 野菜・果物・堆肥生産 Liquiçá 
CARE 
International 
（NGO） 

Rice Marketing Survey (August 
2004) 

稲作農家調査 Viqueque, Oecussi, 
Bobonaro, 
Covalima, Manatuto 

PARC（NGO） 草の根無償 コーヒー Maubisse （ Ainaro 
district） 

Peace Winds 
Japan（NGO） 

草の根無償 コーヒー Ermera 

出典：JICA 事前調査、2008 年 2～3 月。 
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1） GTZ 
GTZ 支援額の半分がアグリビジネス振興プログラムに充てられていることから、今後も

支援の方向性はアグリビジネス振興になる。GTZ は農業生産資材販売業者、加工業者、流

通業者などの地元起業家への補助金付き運営資金の融資や機器材の無償供与など、地元起

業家育成が支援の基軸になっている。Baucau 県の起業家支援には、コメの検定種子増殖組

合 2 団体、農業生産資材販売店（売り掛け、現金での販売）、コメ加工業者・流通業者（他

県への出荷）、キャンドルナッツとコプラの集出荷業者・輸出業者（インドネシアに輸出）、

クボタ製耕耘機の修理業者（アフターケアサービス）などがある。以下に Baucau と Manatuto
の起業家支援計画の対象者の聞き取り調査結果を詳述する。 

 

起業家 聴取内容 

農業機械供給

業者 
（Baucau） 

・ 5,000 米ドルの支援を受け、それを元手に Dili と Baucau のみならず、

Maubisse や Same にも事業展開する予定。 
・ 農業機械（脱穀機・精米機・除草機・クボタ製トラクター・ボート・搾油

機など）の販売、農業機械化のための農民研修（精米機・搾油機の技術研

修）、農業水産省の協力による農業推進、トラクターのアフターケアサー

ビスの提供などを行っている。 
・ 自作農と農民組織を対象に農業機械の貸し出しやトラクターの賃耕も行っ

ている。 

・ 10 県を対象に農業水産省とトラクターのアフターケアサービスを締結して

いる。 

農業生産資材

供 給 業 者

（Baucau） 

・ 化学肥料 127 トンの支援を受け、それを元手に事業展開し、将来的に Maliana

に進出したい意向。 

・ インドネシアから輸入された種子・農薬・化学肥料・漁業機材・農具を販

売している。 

・ 化学肥料の流通経路はスラバヤ、クーポン、アタンブア経由で東ティモー

ルに輸出されている。 
・ 化学肥料の実験圃場で、肥料の効果を検証し、農民の生産意欲の醸成を図

っている。 
・ 化学肥料は主に野菜栽培に施用されている。 

キャンドルナ

ッツ搾油業者

（Baucau） 

・ インドネシア時代から搾油事業に従事している。 
・ 無利子融資 2 万 7,000 米ドルの支援を受け、それを元手にキャンドルナッ

ツを購入。 
・ キャンドルナッツをアタンブア経由で東ティモールに輸出（2007 年 300～

350 トン）。 

・ インドネシアのキャンドルナッツ価格の変動は著しい。 
・ キャンドルナッツの買取価格は 0.45 米ドル/kg（殻なし）で、搾油率は 50％

である。 
・ キャンドルナッツの品質向上をめざして、農民と話し合いを続けている。
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・ キャンドルナッツオイル（化粧品の原料）は 5 年契約でハワイに輸出（2007
年 80 トン）。 

精米・コメ流

通 業 者

（Manatuto） 

・ 水稲 150 トンの買付資金の提供を受け、2 台の精米機を所有している。 
・ 2007 年から給食制度が開始され、精米加工したコメを Dili に出荷（10 ト

ン）。 
・ 水稲の農家庭先価格は 0.15 米ドル/kg、精米販売価格は 0.45 米ドル/kg、精

米加工料金は 1 米ドル/水稲 40kg である。 
・ 給食プログラムで 47 トンのコメを供給する契約を政府と締結。 
・ Dili の主な出荷先は大手スーパーマーケットと公設市場。 

出典：JICA 事前調査、2008 年 2～3 月。 
 

現在、キャンドルナッツ油（Baucau と Viqueque 両県）、緑豆（Bobonaro と Viqueque 両

県）などの支援を実施しているが、今後の支援対象作物には大豆、落花生、家畜などで、

すべて輸出を対象にしたいとしている。アグリビジネス関連報告書には、“GTZ Programme 

Brief（March 2005）”、“Private Business in the Agricultural Sector in Baucau（Current Situation 

and Future Perspectives）”、“Coconut and Candlenut Oil Processing Pilot Project”などがある。 
 

2） USAID 

民間部門開発計画（Private Sector Development Project）のなかでアグリビジネス振興が位

置づけられており、この計画は民間部門のビジネス開発・成長に主眼を置き、農産物の市

場関係者（農民、農産物流通業者、農業生産資材供給業者、加工業者、その他企業家）の

所得向上と雇用機会の創出を目的としている。具体的には、経済成長の環境整備（金融部

門支援、ビジネスに係る外生・内生制約要因の軽減、ビジネス向上策の策定、政府政策研

究）、公共・民間部門のキャパシティ・ビルディング（官民一体のワークショップの開催、

市場調査の実施、市場情報・新技術情報の提供、新技術の導入支援、民活推進のための融

資機関支援、ビジネス研究機関への支援）、民間部門のビジネス連携強化などである。

USAID も GTZ 同様にアグリビジネス振興パイロットプロジェクトが支援の中核になって

おり、今後もこの分野での事業展開が NGOs（例えば、CRS：Catholic Relief Services、キャ

ンドルナッツ油）の協力で行われる。現在、キャンドルナッツ油（Baucau と Viqueque 両

県）、園芸作物（Aileu、Ainaro、Dili の 3 県）、換金作物（緑豆・落花生・大豆。Covalima、

Aileu、Manatuto、Liquiçá の 4 県）などの支援（契約栽培）を行っている。栽培農家に対す

る支援には、農民研修、種子配布、トラクターの賃貸しなどがあり、また農業生産資材供

給業者、農民組織、流通業者のパートナーシップの下、生産から販売の体制も確立されて

いる。栽培対象産品の選定にあたっては、市場規模の大きな作物を優先的に取り扱ってい

る。今後、月産 100 リットルのココナッツ油の販路開拓に注力するとしている。 
 

3） CONCERN（NGO） 
1991 年から活動を開始し、職員数 80 名のうち、4 名がアグリビジネス事業に従事して

いる。現在実施しているプログラムには、マーケットアクセス・所得向上活動、保健・栄

養、災害リスク軽減（旱魃、洪水、地滑りなど）、食糧安全保障・天然資源管理などがあ
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る。マーケットアクセス・所得向上活動には Manufahi 県 Same と Lautém 県 Lospalos を対

象にした家畜・コーヒー・コメへの支援が含まれているが、それらの支援計画は現在策定

中である。支援予定活動には、農業普及サービスの提供や牛・家禽・豚の無料予防接種（政

府と協力）がある。有望な農産物の選定にあたっては、参加型村落（スコー）開発アプロ

ーチを採用し、県レベルの協議と郡レベルの部門別分析を通して決定している。活動資金

源はアイルランド・エイド、EU、寄付金で、事務所は Dili、Lospalos、Same に設けられて

いる。 
 

4） Catholic Relief Services（CRS）（NGO） 
2006 年 10 月から USAID 支援で Development of Candlenut Enterprises（DOCE）を Baucau

県と Viqueque 県で実施している。キャンドルナッツの低品質と市場流通システムの脆弱性

を解決するため、計画はキャンドルナッツの市場流通の改善と農民の組織化を目的として

いる。農民研修は主に農民グループの組織化と品質改善を対象にし、研修教官トレーニン

グ方式を採用している。農民グループは 19 団体（1,800 世帯）で、Baucau と Viqueque で

協会/農協の設立をめざしている。キャンドルナッツの流通業者は Baucau に 3 社（そのう

ち 1 社は搾油工場を所有）と Viqueque（Uatolari 地域）に 3 社、計 6 社で、Dili にも大規模

流通業者 DAFING が活動している。また、インドネシアの流通業者が Dili まで買付に来る

こともある。キャンドルナッツは、料理の香料（インドネシア）に使用され、また油はや

けどや保湿に効果がある。 
アグリビジネス研修については、流通の定義や交渉能力・会計技術（非識字率は会員農

家の約 50％）の向上を対象にし、携帯電話や重量計の提供も行っている。農業水産省（ア

グリビジネス局と産業作物局）との連携も強化されつつある。 
キャンドルナッツの収量は 25kg/樹木（1ha に平均 6 本の樹木）で、作物損失量は 30％に

達しているといわれている（キャンドルナッツを副収入源にしているため、落ちているす

べてのキャンドルナッツを拾う意思がない）。農家庭先価格は 0.35 米ドル/kg（2007 年、2006
年より安い）で、年間の価格変動は著しい（ラマダン時期に最高値 0.65～0.70 米ドル/kg
になる）。会員農家の主要収入源は稲作・トウモロコシ栽培や畜産で、キャンドルナッツ

はあくまで補助的収入源となっている。キャンドルナッツオイルの価格は 4 米ドル/リット

ルである。Baucau の搾油所 ASELDA が月産 10 トンのオイルを生産している。キャンドル

ナッツの再植計画（村落ベース開発アプローチを採用して育苗施設を設置する）の実施に

ついて農業水産省と契約を締結し、政府が農民協会に技術支援を行うとともに、育苗費用

のうち、60％を政府が資材の提供として負担し、残りの 40％は協会が労働力の提供を行う

とする内容である。 
 

5） Hafoti（NGO） 
女性グループの NGO で、職員数は 6 名である。タマリンドキャンディー（Dili の学校に

出荷）、マンゴージュース（販路未定）、バージンココナッツ油（販路未定）、キャッサバ

チップス（Dili の学校に出荷）、手工芸品などを生産している。生産者は Liquiçá、Baucau、

Viqueque、Same（Manufahi 県）、Maliana、Aileu、Oecussi などの 7 県の女性グループ（500
名以上）である。タマリンドキャンディー（賞味期間 6 カ月）は毎週約 1,000 個を学校に
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出荷し、価格は 0.2～0.5 米ドル/袋（=0.05 米ドル/2 個）である。キャッサバチップスの販

売価格は 0.25～0.5 米ドル/袋である。 
現在、ニュージーランドのカトリック組織の CARITAS、ドイツの MISERIOR、CONCERN

の支援の下、平和構築プログラムの一環で手工芸品・食料加工（バージンココナッツオイ

ル、パイナップル・パパイヤジャム、ナスジャム）と食料乾燥加工（トマトとキャッサバ）

の生産も行い、注文は主に国際機関や NGOs からである。 
 

6） PARC（NGO） 
PARC は 2002 年から Ainaro 県 Maubisse 郡で栽培者 4,500 世帯のうち、200 世帯（平均栽

培面積 1.2ha/世帯）を対象にアラビカ種のコーヒー栽培を行っている。PARC の職員数は日

本人 1 名と現地人 5 名で、事務所は Dili と Maubisse に設けられている。輸出会社（People’s 
Trade Company）を保有し、資本金は 5 万米ドルである。事業実施上の問題点は農民に組織

化意識が欠如していたことで、農村指導者が不在のなかで、共同出資金や機材管理の必要

性が理解されなかったことであると指摘している。販路の確保については、事前に日本の

Fair Trade（生協と連携）と共同で事業展開することになっていたので、新規販路の開拓の

必要性がなかったと指摘している。 
PARC は乾燥・加工後、Fair Trade に 2.29 米ドル/kg の価格で出荷し、生産者には 2.02 米

ドル/kg が支払われている。競争相手の Timor Global の買い上げ価格（ベリー）は 0.35 米

ドル/kg（パーチメント換算 1.75 米ドル/kg）である。 
マイクロファイナンスの提供も行っており、女性グループ 5 グループ（10 名/グループ）

に融資して、養鶏が行われている。融資額は 50 米ドル/グループで、利子は 10％/年、毎月

5 米ドルを返済している。 
 

7） Peace Winds Japan（NGO） 

Ermera のコーヒー栽培の契約農家数は 6 カ村 233 世帯で、コーヒー生産者組合を形成し

ている。出荷量（green beans）は 2006 年 26 トン、2007 年 13 トン、2008 年 40 トン（目標）

である。年ごとの出荷量は気候状況により変動し、収量は 200kg/ha 以下（パーチメント：

薄皮付き）である。2007 年の出荷価格は 1.80 米ドル/kg（パーチメントの状態）で、出荷

価格は FLO 価格 2.89 米ドル/kg を基準に算定し、FLO 価格を下回らない価格設定で買い上

げを行っている。マイクロクレジットも実施されているが、融資額がそのまま生活費（食

料品の購入）になっている。農家への支払いは 9～10 月に行われ、農家はその収入で Dili
から移送された低品質の輸入米を購入している。主食はトウモロコシ（収穫期は 2～3 月）、

ヤム芋、タロ芋、キャッサバなどであるが、各農家とも 1～2 月に食糧不足に陥っている。

その他の活動として、野菜種子の配布や栽培技術の指導も行い、地場市場への出荷も行わ

れている。また、今後、アグリビジネス振興と流通業者の育成に事業展開を行いたいとし

ており、落花生、緑豆、カシューナッツなどの候補産品を計画中である。 
 

（2）加 工 

他ドナー、NGO 等の活動内容とその実績を以下の表に示す。組織名の括弧内は支援機関を

示す。 
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表３－39 援助活動と実績 

組織名 活動内容 実績 

GTZ キャンドルナッツの搾油及び輸出業者育

成支援 
ココナッツ搾油業者育成支援 
農業資材供給業者育成支援 
精米・流通業者育成支援 
農業機械化推進業者支援 
農業技術普及支援 

経営が軌道に乗りつつある 
 

事業開始 
経営が軌道に乗りつつある 
経営が軌道に乗りつつある 
経営が軌道に乗りつつある 
土地整備補助、トラクター提供

USAID/DAI 
 

ココナッツオイル生産者グループ育成 
農産物市場流通促進事業者支援 

各地で組織が形成された 
アグリビジネスの拡大模索中 

CCT 

（USAID） 
有機コーヒーの製造加工・販売 
バニラの製造・加工・販売 
牛の流通 

苗木生産販売 

クリニック運営 

米国に 1,500 トン輸出 
約 2 トンをインドネシアに輸出

西ティモールに 150 頭輸出 

年間 10 万本を販売 

4 万の組合員にサービス提供 

CONCERN 

（EU） 
マーケットアクセス・所得向上支援 
保健栄養改善支援 

災害リスク軽減支援 

食糧安全保障・天然資源管理支援 
マイクロファイナンス実施 

家畜・コーヒー・コメの支援 
子どもの栄養改善を実施 

村落の災害復旧支援 

自給生産の促進 
276 の女性グループに融資 

CRS 

（USAID） 

キャンドルナッツの流通改善支援 

生計向上プロジェクト実施 

国内避難民支援 
HIV 対策計画実施 

集荷センターと技術移転 

コミュニティインフラ改善 

IDP キャンプの運営維持管理 
パイロットスタディ実施 

PARC 

（JICA） 

コーヒー輸出促進による農家支援 

マイクロクレジット実施 

組合員 200 戸の農家支援を実施

女性グループ対象に 50 米ドル

の融資 

PWJ 

（JICA） 
コーヒー輸出促進による農家支援 
マイクロクレジット実施 

組合員 233 戸の農家支援を実施

組合員を対象に融資 

HAFOTI 

（local） 

女性グループの食品加工による生計向上

支援 

工芸品製造による生計向上支援 

技術指導の実施 
 

生産物の販売支援 

CCF 
（USAID） 

子どもの自立支援 
マイクロクレジット実施 

食糧自給トレーニング実施 
276 グループに融資 

Alora Foundation 

（EU） 

女性グループの生計向上支援 

工芸品製造による生計向上支援 

技術指導の実施 

生産物の販売支援 

ASC 

（WB） 
2 カ所のマーケッティングセンターの運営

精米加工サービスの提供 
農産物の直接買付 
加工所の運営 
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３－７ 現地再委託調査 

現地調査の結果による現地再委託先リストを表 3-40 と表 3-41 に示す。 
 

表３－40 現地再委託先の概要 

NGO 連絡先 
職員 

（うち、英語を

解す職員） 
主要分野 機器 

CARE 
International 
(international 
NGO) 

Person: Ms. Diane Franusu 
(Country Director) 
Address: Bairo Pitte, Dili 
Tel: 3321407 
Fax: 3321411 
Email:finance.care@mail.timortelecom.tp 
Mobile: 7231711, 7231713 

235 名 
（英語：多数）

農業、アグ

ロフォーレ

ストリー、

教育、保健、

インフラ、

平和構築 

車両：36 台 
コ ン ピ ュ ー

タ：多数 
プリンタ：多数

コピー機：多数

CONCERN 
Worldwide 
(international 
NGO) 

Ms. Clare Danby (Director) 
Vilaverde, Dili 
Tel: 3312039, 3312035 
Mobile: 7230961 
Email: clare.danby@concern.net 

常勤：74 名 
非常勤：20 名 
ボ ラ ン テ ィ

ア：4 名 
計 98 名（技術

者：33 名） 
（英語：多数）

生計向上、

農業、村落

給水、所得

向上、識字

向上 

車両：10 台 
コ ン ピ ュ ー

タ：20 台 
プリンタ：  4
台 
コピー機：3 台

Fundacao Haburas 
(HABURAS) 
(local NGO) 

Mr. Demetrio Amaral de Carvalho 
P.O.Box 390, Dili 
Mobile: 7232851 
Email: haburas@hotmail.com 

常勤：15 名 
非常勤：3 名 
計 18 名（技術

者：1 名） 
（英語：4 名）

環境、農業、

畜産、農民

支援、手工

芸支援、森

林 

車両：2 台 
コ ン ピ ュ ー

タ：15 台 
プリンタ：1 台

コピー機：1 台

Denore Foundation 
(local NGO) 

Ms. Maria Lourdes Cardoso 
Fatu Meta Front Seminari Maijor 
Mobile: 7270516, 7243644 
Email: denorefoundation@yahoo.com.id 

常勤：9 名 
非常勤：15 名 
計 24 名 
（技術者：2 名）

（英語：3 名）

農業、保健、

教育研修、

HIV/AIDS、
衛生、生計

向上、平和

構築、移動

医療  

車両：2 台 
コ ン ピ ュ ー

タ：7 台 
プリンタ：2 台

コピー機：なし

Yayasan Etadep 
(ETADEP) 
(local NGO) 

Mr. Gilman Dos Santos 
Rua Farol Dili 
Tel: 3322763 
Email: etadep2000@yahoo.com 

常勤：30 名 
非常勤：6 名 
計 36 名 
（英語：5 名）

農業、村落

開発、畜産、

給水、マイ

クロクレジ

ット 

車両：3 台 
コ ン ピ ュ ー

タ：8 台 
プリンタ：1 台

コピー機：1 台

 

表３－41 現地再委託先の技術報酬 

NGO 技術報酬 
（米ドル/月） 

日当 
（米ドル/日）

宿泊 
（米ドル/日）

所有車両 
（米ドル/日） 

レンタル車両

（米ドル/日）

CARE International 
(international NGO) 

技術者：250-1,000 
補助員：250 

技術者：8.5-10
補助員：8.5-10

技術者：実費 
補助員：実費

30 n.a. 

CONCERN Worldwide 
(international NGO) 

技術者：320 
補助員：250 

技術者：15-25
補助員：15-25

技術者：25 
補助員：25 

25 60 

Fundacao Haburas 
(HABURAS) 
(local NGO) 

技術者：400-700 
補助員：150 

技術者：5 
補助員：5 

技術者：10-25
補助員：10-25

150-200 
（長距離） 

85 

Denore Foundation 
(local NGO) 

技術者：350-400 
補助員：300 

技術者：5.5 
補助員：5.5 

技術者：20 
補助員：20 

40 100 

Yayasan Etadep 
(ETADEP) 
(local NGO) 

技術者：300-400 
補助員：200-300 

技術者：10 
補助員：10 

技術者：15 
補助員：15 

80 60-85 

注：1）技術報酬は税金を含む。2）車両は運転手費用を含む（燃料代別）。 
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３－８ 機材価格表と物価表 

現地調査の結果による機材価格表と物価表を表 3-42 及び 3-43 に示す。 
 

表３－42 機材価格表 

No. Items Unit
Price 
(US$) 

Remarks/Specification (Type, Size, 
Name, Capacity, Conditions, etc.) 

1 耕耘機 台 2,400.00 8.5HP クボタ ハンドトラクター

（インドネシア製） 
2 もみすり機 台 3,800.00 23HP ヤンマーディーゼルエンジ

ン付き 
3 稲用脱穀機 台 600.00 ガソリンエンジン付き 
4 大豆兼用脱穀機 台 1,200.00 ガソリンエンジン付き 
5 コーヒーミル（製粉機） 台 600.00 単相モーター付き 
6 ココナッツ粉砕器 台 450.00 ガソリンエンジン付き 
7 漁船船外機 台 1,750.00 8.5HP ヤマハ（インドネシア製）

8 コーンミル（トウモロコシ製粉機） 台 550.00 ガソリンエンジン付き 
9 精米器 台 1,100.00 エンジンなし 

10 ココナッツ搾油機 台 90.00 インドネシア製 

 

表３－43 物価表 

No. Items Unit 
Price  
(US$) 

Remarks/Specification (Type, Size, 
Name, Capacity, Conditions, etc.) 

1  OFFICE AND EQUIPMENT 
1-1 Office space m2 800-1,000 一戸建て（3～4 部屋）住宅の 1 カ

月リース料 
1-2 Office table no. 150-200 両袖事務机 
1-3 Office chair no. 75-100 肘掛け事務椅子 
1-4 Bookshelf set 75-100 木製、スチール製 5 段 100cm 幅

1-5 Table Lamp no. 20-30 蛍光灯式スタンドランプ 
1-6 Electric fan set 50-100 卓上扇風機 
1-7 Air Conditioner set 400-450 1-1.5hp（PANASONIC） 
1-8 Installation Cost of A.C. set 20-30 電源の配線工事を含まず 
1-9 Copy Machine(Lease) set/mo.  

1-10 Photocopy (Black & White) one sheet 0.05 市内コピー店価格 
1-11 Desktop computer set 700 HP 製 モニター、キーボード、マ

ウス、Windows XP 付き 
1-12 Monitor set 200 別売液晶モニターHP 製 
1-13 Laser Printer set 100 Canon IP 1880, HP-D2466 
1-14 Operation Software set  
1-15 Flash Memory one piece 20 1GB 
1-16 Telephone line Installation one line 50  
1-17 Mobile phone one set 130  
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1-18 Facsimile (Installation) one line 50  
1-19 Internet provider membership 

and cost 
one set  

1-20 Charges of Telephone one connect 5  
1-21 Electric charges kwh 20 weekly 
1-22 Gas charges m3 85  
1-23 Water charges m3 5  
1-24 Paper (A4) 500 sheet 5  
1-25 UPS (2kw) set 85  
1-26 GPS set  
2  EMPLOYMENT 
2-1 Typist man/day  
2-2 Computer Operator man/day 50  
2-3 Interpreter (English-Local) man/day 30-50  
2-4 Translator (English - Local) man/day 30-50  
2-5 Draftsman man/day 50-100  
2-6 Engineer man/day 100-250  
2-7 Office Clerk man/day 150-200 Monthly 
2-8 Common Labor man/day 5  
2-9 Driver (Daily) man/day 10-20  

2-10 Driver (Overnight) man/day 15-30  
2-11 Watchman man/day 150-300 Monthly 
3  TRANSPORTATION 
3-1 Rent-a-car (Sedan type) car/day 80-100  
3-2 Rent-a-car (4WD type) car/day 90-150  
3-3 Purchase of car (Sedan type) one car 6,000  
3-4 Purchase of car (4WD type) one car 100,000  
3-5 Repair and maintenance cost car/month 200 Monthly 
3-6 Gasoline one liter 1  
3-7 Diesel one liter 1  
3-8 Engine oil one liter 30  

4  MATERIAL AND POSTAGE COST 
4-1 Aerial photographs sheet  
4-2 Maps (1/50,000) sheet 10  
4-3 Express (Dili-Tokyo) kg 130 税込みドキュメント価格（DHL）
4-4 Express (Tokyo-Dili) kg  
5 OTHER ITEMS   

5-1 Workshop/Meeting room 
(50 person) 

day  

5-2 Workshop materials (100 
copies) 

set  
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第４章 本格調査実施上の留意点 
 
４－１ 農業政策 

４－１－１ 効率的な本格調査の実施 
東ティモールにおける国家開発計画をはじめとする各種の開発計画や流通・販売を含む農林

水産業の現状や課題については、既に複数の開発調査において調査が実施されている。また、

「東ティモール農林水産業開発計画調査（平成 14 年 7 月）」において、東ティモール全体の農

林水産業に関する中期計画（目標年次 2007 年）、長期計画（目標年次 2017 年）を策定している。 
アグリビジネスに関する調査は、アジア第一部や永田特別嘱託による調査が実施され、農産

物の加工技術の状況について問題点や課題が把握されている。 
今回の本格調査では、これらの報告書を十分に活用し、フェーズ I の調査項目の絞り込みを

行い、補完的調査にとどめるものとする。 
【想定される補完調査の内容】 

・各種開発計画の更新状況 
・既に目標年に達している計画をレビューし、計画実施上の課題の整理 

・過去の開発調査でドラフトまたは制定中とされた各種法令・法規の現状把握 
 

フェーズ I におけるマスタープランとアクションプランの策定にあたっては、東ティモール

の実情（自前での事業予算が少ない、人員が限られている、インフラが未整備で活動エリアに

制限があるなど）を十分に考慮し、実効性のあるものでなければならない。また、ドナーや NGO
の支援に過度に頼らないように十分注意する必要がある。 

 

フェーズ II の調査は、対象作物の収穫期や雨期・乾期などの季節性に十分配慮し、少なくと

も 2 回は収穫期を含められるよう調査スケジュールを設定する必要がある。なお、調査期間が

限られていることから、既存組織・既存農産物に対する協力を優先させ、新品種の導入や農民・

加工グループの組織化などは東ティモールの地力が向上してから対応していくことが望まし

い。 
 

４－１－２ 本格調査の方向性 
アグリビジネスを振興するための開発計画は、次の 4 つの点を踏まえることが必要かと思わ

れる。 

（1）アグリビジネスにかかわる組織・人材について、課題・解決策を整理する。なお、アグ

リビジネスにかかわる組織として次のものが想定される。 
・生産者：農民・農民グループ 

・流通・加工業者等：仲買人、運搬業者、加工業者、販売人 
・行政組織：アグリビジネス局をはじめとする直接関係する部局 

アグリビジネスを側面的に支援する部局（道路整備局等） 
（2）実施中のアグリビジネス案件の現状・課題を整理し、今後アグリビジネスを創出する際

の教訓にするとともに、解決策を整理する。 
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（3）アグリビジネス案件の掘り起こしと実施可能性を検討する。 
農林水産省（MAF）、NGO、ドナーなどからアグリビジネス案件として実施を予定して

いる案件を収集し、実現性や必要な支援などを整理し、案件の優先順位をつけるとともに、

NGO やドナーに対する協力要請の資料とする。 
（4）食品の加工技術等に関する情報を整理し、ビジネスチャンスを広げる方策を検討する。 

 

４－１－３ 受益者の特定と貧困層への配慮 
アグリビジネスの促進は、産業育成による経済成長と農民の貧困削減の観点から重要である

と認識されている。アグリビジネスを振興することは、そのビジネスにかかわる人の収入増に

つながるが、その便益をだれが享受するのかに十分配慮する必要がある。 
つまり、生産者である農家自らが起業家となってアグリビジネスに参入すれば、その便益は

農家自身が受けることができる。一方、農産物を仕入れて加工販売するグループが起業家とな

った場合、農産物の買い入れ価格が多少上昇し販売農家が少し豊かになる程度で、基本的な便

益は加工販売グループが享受し、加工販売グループと農家の間に所得格差が生じることになる。 
したがって、アグリビジネスを振興することによってだれが便益を受けるのか、プロジェク

トの成功により過度の所得格差が生じないかの点に配慮する必要がある。 
 

４－１－４ アグリビジネス/一村一品への期待と自らが創意工夫を促す施策の整備 

東ティモール政府は、今回の開発調査でアグリビジネスの確立と地域の特性を生かした「一

村一品」の導入に大きな期待を示している。一村一品の導入をアグリビジネスの契機として位

置づけ、ニュービジネスによる地域活性化（新たな農業生産の展開、就業機会の拡大、所得向

上）につなげていく意識的努力が必要であり、そのチャンスを失わないようにしなければなら

ない。 

問題は、生産、加工、物流、販売に至るシステムをいかに構築するかが重要であり、地域個

性に基づくものでなければならない。地域個性とは、地域の自然、社会、農業、生活、文化な

どの諸条件に規定されたものであり、そうした諸条件に基づく地域資源を活用することによっ

て他と区別することができる持続的なシステムの構築が可能になる。したがって、こうしたシ

ステムの構築にあっては、それぞれの地域における創意工夫が必要であり、行政はその創意工

夫を促す施策を整備することが重要である。 
 

４－１－５ 購買力の向上対策の必要性 
農産物の一番の市場と目される首都ディリでさえも住民の 1～2 割が失業中で、国連をはじめ

とする援助機関の支援に頼っているような状態では、必要最低限の物品を買う余裕しかないも

のと思われる。このように都市部に購買力がないような状態では、農産物をいくら生産・加工

し、特産品化して付加価値を高め都市部に供給したとしても売れる商品にはならない。このた

め、アグリビジネスの振興にあたっては、都市部での購買力が向上するための取り組みも考慮

する必要がある。 
 

４－２ 市場・流通 

農水産物の既存流通網が整備され、インドネシアの西ティモールへの輸出も一部行われている
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ため、本格調査では西ティモールの Atumbua（インドネシアの輸入窓口）において市場流通調査

（インドネシアの農産物価格調査、卸売業者調査、国内販路調査、輸出入関税調査、消費者行動

調査など）を行い、パイロットプロジェクトの実効性を検証する必要がある。 
 
今後予想される輸入関税・販売税・物品税の引き上げ/引き下げが国内農産物・加工品の価格に

及ぼす影響について分析し、それらの市場競争力強化の可能性について評価を行う必要がある。

また、国内で消費されているコメの大半が輸入米に依存している現状を踏まえると、輸入米やそ

の他産品の検疫制度、食品安全基準などが消費者にとって重要な課題となるため、その運営体制

や検査機器整備状況についても言及する必要がある。 
 
農産物とその加工品の消費パターンは、消費者の居住地域と所得によって異なるため、都市・

農村人口を対象に消費者行動調査（価格・品質面）を実施し、その調査結果を比較優性のある候

補産品の絞り込み及びパイロットプロジェクト対象地域の特定を行う際の検討資料の一部とする

必要がある。 
 

県別農業統計資料が不備であるため、農産物の商品化率や各市場の移出入量が不明で、物流が

正確に把握できない状況にあるといえる。したがって、マスタープラン時にできる限りそれらの

関連データの収集・分析を行い、農産物の県間移送の実態を把握する必要がある。 
 

本格調査における参加型計画は住民の合意形成と住民参加によるオーナーシップ意識の醸成が

大前提であり、また計画の持続発展性を確保するのに不可欠な条件は、機能する農民組織を形成

するために現地事情に精通した NGO を有効に活用することであると考える。参加型計画のなか

で NGO の介在の利点は、民間人で中立的立場を保持できること、伝統的農村社会の特質（社会

構造・習慣など）を共有することによって、住民から信頼と協力を得やすくなること、地元民と

行政の連絡、調整などの橋渡しができること、組合員同士の利害関係の調整ができることなどで

あることに留意する必要がある。 
 

アクションプランの構築にあたっては、日本政府の支援プロジェクト（草の根無償を含む）の

実績、他ドナーの実績、現況調査などを踏まえ、その成功例と教訓を反映した、またはそれらの

連携強化を図る計画内容とし、事業効果、持続発展性、展示効果、費用対効果などが十分に発現

できる最適な計画を提案する必要がある。 
 

農産物の市場情報システム、等級分類・規格、近代的度量衡などが整備されていない現状を踏

まえ、マスタープラン段階でそれらの導入・改善策を提言する必要がある。 
 

４－３ 加 工 

４－３－１ 農業の課題と適切な現状把握 
東ティモールの農村の状況として、農業インフラの崩壊、生産資材の入手難と高価格、市場・

流通システムの崩壊、輸入農産物や輸入加工品との競合、農業技術の欠如など多くの課題があ

る。これらの多くの課題によって国内農業生産は低迷を余儀なくされている。また、農業生産
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の基盤である農地の登記システムが存在せず所有権の確定や保証がなされていないことも、今

後アグリビジネスを振興するうえでは大きな課題となるものと考えられる。 
新大統領の就任に伴い 2007 年 11 月以降の政府組織の改革が実施されているが、その全体像

がまだ明らかになっていないため、県や郡の末端行政組織はほとんど機能していない状況であ

る。このような状況下、政府や行政組織の機能や支援に依存しない民間（農民やその組織）を

主体とした自力更正による開発のための対策・対応が求められていることから、USAID や GTZ
などの援助機関は民間企業家育成を支援の中心として農業協力の計画を実施している。 

独立後の未熟で不安定な行政体制下では農業情報の収集にも限界があり、国内農業や農民の

実態が正確に把握されていない。農業統計がなく需給見通しの検討なども困難な状況であり、

正確な情報に基づく将来計画の早急な策定が不可欠である。このような観点からアグリビジネ

ス振興計画マスタープランの策定が今後の農業開発の方向性を検討するうえでも重要な役割を

果たし得るものと考えられる。 
 

４－３－２ マスタープラン調査の方向性と期待される成果 
アグリビジネス振興計画マスタープランを策定するにあたり、農業の各要素を縦割りに分割

して考えるのではなく、農業生産から消費までを一連のビジネスの流れとしてとらえ、農業を

総合的に把握しその振興を検討することが求められる。例えば灌漑事業、普及教育事業、農民

組織事業、金融事業などのように農業を個別の事業ごとに細分化して考えていたのではアグリ

ビジネスの振興にはつながりにくい。消費者のニーズを的確に把握してそのニーズを農業生産

と加工・流通に反映させ、適切な供給の可能性を考えることが重要であると考える。これらの

農業生産と加工・流通にかかわる各要素を総合的に連結してアプローチし、事業を総合的に評

価する必要がある。消費者ニーズと生産及び供給の可能性を結びつけるところにアグリビジネ

スの出発点がある。また、実施機関側はパイロットプロジェクトとしてこれらの実証調査の結

果を最大に期待しており、課題の指摘やレコメンデーションだけでは何も起こらないと発言し

ている。 
そこで、本マスタープランの成果として消費者ニーズの発掘とニーズに基づく農産物供給可

能性に対するアプローチのプロセスの明確化が重要となる。これらのプロセスをパイロットプ

ロジェクトとして実施し、事例で示されることを実施機関は求めている。 
事前調査において農業の課題抽出マトリックス案を作成しているが、これらの課題に適切に

アプローチするための手法を検討し確立することが次のステップとして求められるものであ

る。これらのビジネス振興によって国民の 8 割を占める農民の収入向上に結びつき、貧困削減

に資することがプロジェクトの上位目標を達成することにつながる。 

モデルプロジェクトの策定においては、生産や加工または流通システム等に限定せず、雇用

促進や担い手の育成も含めて考えることが重要である。単なる農産加工にかかわる技術指導や

設備・機材の提供ではなく、プロジェクト終了後も活動が継続し自立発展性が図られるような

地域住民が参加した面的で持続的な形のプロジェクトとすべきものと考える。 
 

４－３－３ アグリビジネス振興マスタープラン策定のプロセスとパイロットプロジェクト案 
マスタープラン調査におけるアグリビジネス振興に係る検討の方向性としては、消費者のニ

ーズの実態を探ることが第 1 段階であると考える。 
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第 2 段階として供給者としての農村と農民の課題を抽出し、対策を検討する。 
第 3 段階として地域ポテンシャルを検討し、その地域特性を利用した生産や加工・流通によ

って特産品の産地形成と供給の可能性を検討する。 
第 4 段階として需要拡大が期待される市場をターゲットとしたアグリビジネス形成の可能性

検討が求められる。 
国内人口がおよそ 100 万人であり、そのうちの 2 割が国内避難民（IDP）として国際 NGO 等

の支援を受けている状況下、首都にあっても購買力のあるニーズがあまり発生しない。市場規

模が極めて小さいため、アグリビジネス振興による国内経済の活性化を図るためには、今後消

費拡大の可能性のある市場へのアプローチや、華僑ネットワークによるシンガポール、マレー

シア、インドネシアなど工業化の進む ASEAN 地域への市場アクセスは不可欠の課題である。

そして、アグリビジネス振興による雇用促進を図り、貧困削減を進めることも同時に求められ

る。 
輸出商品を検討する場合、ターゲットとする市場のニーズと規格・基準を満たす商品を提供

することが前提条件となり、市場の求めるレシピによる商品開発を行うことが重要である。 
商品の品質改善には生産・加工工程や施設・設備、技術的改善である程度は対応可能である。

また、生産加工のための機材・設備の調達については、インドネシアやシンガポールからの輸

入及びアフターサービスのルートが存在することから、今後事業を展開するうえで大きな問題

とはならない。 

一方、市場のニーズは日々に変化しており、これらのニーズの変化を迅速に把握し、対応す

ることがアグリビジネス振興には不可欠の条件となる。そしてアグリビジネスを担う人材の育

成が重要な課題となる。市場ニーズに対応するための知識や技術、そしてネットワークによる

情報網の構築がビジネス構築の前提条件であり、マーケッティングを含めたキャパシティ・ビ

ルディングが重要な課題と考えられる。この点から長期的にはアグリビジネスの担い手の育成

がひとつの大きなポイントとなるものと考えられる。 

マスタープラン調査のなかでパイロットプロジェクト実施期間や予算の制約条件から想定さ

れる加工にかかわるパイロットプロジェクト案の参考事例を表 4-1 に示す。これらの案を設定

するにあたり、以下の条件を仮に設定した。 
① ディリ周辺及びアクセスが比較的容易な地域とする。また、日本の支援によってインフ

ラが整備された地域を対象とすることが望ましい。 

② 支援継続性の観点から事業主体は NGO などの日本の支援が過去に実施された地元の農

民組織や団体を対象として考慮する。 
③ 過去に JICA 支援を通して設立された施設や組織、研修の行われた人材の活用やインボ

ルブを考える。 
④ 地域の社会的事情を考慮して事前に利害関係の調整を図り、ビジネス振興によって新た

な対立の種とならないような対策を講ずる。 
⑤ モデル事業が政府の新たな取り組みとしてつなげられるようなシステムを考える。 
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表４－１ 加工に関連するパイロットプロジェクト案 

対象者/グループ 
対象地域 

既存の事業・業務の内容 農産加工に係る 
パイロット事業の内容 

ターゲット市場 課題 

稲作技プロ農民

組織 
マナツト 

灌漑稲作、流通改善、 
稲作改善と品質改善 
農業機械化促進、改善 

コメの調整・加工・包装 
大豆、緑豆、ピーナッツの生

産、加工、輸出 

コメの国内流通 
コメ以外の作物

の輸出 

輸出規格の

設定、品質

の認証 
灌漑リハビリ農

民組織 
マリアナ 

灌漑施設改善 
施設管理農民組織の構築

コメの調整・加工・包装 
大豆、緑豆、ピーナッツの生

産、加工、輸出 

コメの国内流通 
コメ以外の作物

の輸出 

輸出規格の

設定、品質

の認証 
JICA 流域管理計

画調査の村落生

計向上組織 
ディリ近郊 

野菜、果樹生産改善 
生計向上 
森林管理 

野菜果樹の加工・包装・流通

アグロフォーレストリー促

進 

ディリ市場流通 
香料の輸出 
 

輸送手段 
販売方法の

検討 

ココナッツの搾

油業者 
リキシャ 

ココナッツオイル製造 バイオマス利用促進 
バイオ燃料開発（代替燃料）

椰子殻活性炭の

輸出 
地域村落で利用 

廃棄物の利

用促進 

OISCA 研修セン

ター 
リキシャ 

農業研修 
果樹育苗 

アグリビジネス研修 
果樹・工芸作物の育苗 
加工関連技術研修 

既存施設の利用 
プロジェクト地

域農民を対象と

して販売 

講師の確保

施設の維持

PARC 支援の女性

農民組織 
マウベシ 

コーヒー農民組織の支援

コーヒーの買い取り輸出

生計向上・養鶏支援 
マイクロクレジット 

果樹・野菜の生産・加工 
香料等の生産・加工 
 

ディリ市場流通 
香料の輸出 

輸送手段 
販売方法の

検討 

PWJ 支援の農民

組織 
エルメラ 

コーヒー農民組織の支援

コーヒーの買い取り輸出

マイクロクレジット 

果樹・野菜の生産・加工 
香料等の生産・加工 
 

ディリ市場流通 
香料の輸出 

輸送手段 
販売方法の

検討 
食肉流通女性グ

ループ 
ディリ 

と殺、解体、市場流通 食肉の衛生管理改善 
検疫と衛生管理の改善、パッ

キング、冷蔵等の流通改善 

ディリ市場流通 
インドネシア輸

出 

検疫・衛生

規格の設定

JICA 専門家支援

の漁民グループ 
アタウロ島 

魚介類、海産物生産 
加工・流通 

魚介類の衛生管理 
魚介類乾燥調整加工改善 
加工品流通システム改善 

ディリ市場流通 
シンガポール輸

出 

検疫・衛生

規格の設定

 

４－３－４ 東ティモール製品の品質向上と認証システムの構築 

東ティモールでは農産加工に関する規格基準がなく、特に食品の衛生及び安全性に関する規

格基準の設定が求められる。検疫所の本部となるディリ空港検疫所では現在世界保健機関

（WHO）等の国際基準を準用していると話しているが、ラボなどの検査施設や設備そして検査

分析の実施体制が確立していない。また、輸出入に必要な検疫やフィトサニタリーサーティフ

ィケートを取得するためには申請後長期間を要し、輸出手続きのネックとなっており、改善が

求められる。 
ティモールコーヒー協同組合（CCT）などの大手加工業者を除くと、農産品の製造加工業者

は工程管理や品質管理、検査体制、検査記録及びサンプル保管等の食品衛生及び品質管理に関

する経験がなく、システムも整備されていない。これらの安全衛生に関する基本的な法整備や

システムの改善は、アグリビジネス振興にかかわる大きな問題であり、行政担当者のキャパシ
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ティ・ディベロップメントと意識改革、早急なシステム構築が求められる。 
東ティモールでは、これまで多くの農村地域で農薬や化学肥料などがあまり利用されなかっ

た状況から、また今後もこれらの農業化学品の利用が限定的である可能性が高いことから、こ

れらの農業環境を利用した有機栽培を強化し、有機農産物生産地形成の可能性も考えられる。

そこで、有機認証を効果的に行うための組織を設立し、あるいは EU や米国等の認証機関の支

援により東ティモールの農産物をアピールするための仕組みを構築することが有意義であると

思われ、今後の検討が望まれる。 
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